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本報告は、日本における丙午の事例などから、コーホート合計特殊出生率 （以下、CTFR。）

の算出および解釈に関する方法論的課題を検討することを目的とする。丙午年には、迷信的

信念を背景とする出生回避行動が広範に観察され、当該年の出生数は大きく減少した。この

ような出生時期の集中的な回避は、期間出生率に一時的な影響を及ぼすだけでなく、特定出

生年コーホートの規模や年齢構成を歪める点において、公的統計におけるコーホート出生

力指標の解釈に特有の問題を提起する。 

我が国の公的統計における CTFR は、厚生労働省『人口動態統計特殊報告』および国立社

会保障・人口問題研究所の『人口統計資料集』において、期間別年齢別出生率を 1年・1歳

ずつずらして単純に合算する方法により算出されている。しかしこの方法では、前年生まれ

コーホートの出生数が分子に約半分混入し、分母人口には 10 月 1 日現在の年齢別人口が用

いられるため、実際のリスク曝露人口と整合せず、CTFR に構造的な誤差が生じる。たとえ

ば丙午（1966 年生まれ）やベビーブーム（1947 年生まれ）などの出生コーホートの CTFR が

高いと受け取られがちであるが、これは解釈上の誤解であり、前年コーホートとの出生数差

が大きい場合には、ノイズが顕著となり、分子・分母ともにコーホートに正確に対応しない

結果が生じる。 

本研究では、レキシス図（Lexis diagram）に基づき、現在利用可能なデータから、純粋

に当該コーホートの出生数と、近似的なリスク曝露人口を用いて各コーホートの年齢別出

生率を再計算した。その結果、公的統計の CTFR は、特定コーホートにおいては構造的な偏

差や時系列上のノイズが顕著であることが確認された。また、分母人口に 10 月 1 日現在の

人口を用いる方法は、動態事象とリスク人口とが整合せず、CTFR の恒常的な過大評価の要

因となることも示された。さらに、統計法第 33条の２第１項に基づき、統計センターの承

諾（セ技情 第 264 号）により、厚生労働省『人口動態調査』のミクロデータ（出生票の個

票）から計算した結果の報告を予定している。 


